	会議の結果

	件　　　名
	令和８年度田辺市社会教育委員会議　第１回定例会

	日　　　時
	令和８年５月25日（月曜日）　14時00分～16時10分

	場　　　所
	田辺市役所　１階多目的ホール１

	
	○社会教育委員
出席者13名：　尾崎委員、加藤委員、桐本委員、九鬼委員、久保委員、小山委員、
砂野委員、中根委員、西川委員、松場委員、宮本委員、森下委員、柳川委員
欠席者０名：　
○事務局７名：　野田教育長、熊野教育次長、尾﨑生涯学習課長、谷本生涯学習推進係長、
小倉公民館係長、小出生涯学習推進係主査、落合公民館係事務員



１．開会　教育長挨拶

２．正副議長選出
　　　議長選出　　…　委員の互選により、松場委員が議長に選出された。
　　　副議長選出　…　委員の互選により、尾崎委員が副議長に選出された。

３．説明事項・報告事項 　
（１）令和８年度田辺市教育行政基本方針及び各課活動方針について
（２）教育委員会機構図及び生涯学習課機構図について
（３）令和８年度社会教育関係課当初予算について
（４）令和７年度まちづくり学びあい講座の実施状況について
（５）令和８年度まちづくり学びあい講座について
（６）令和７年度公民館活動の実績について
（７）令和８年度植芝盛平翁顕彰事業　合気道国際奉納演武について
（８）令和８年度市民体育祭及び市民スポレク祭実施計画について
（９）南方熊楠顕彰館行事予定について
（10）第２時田辺市生涯学習推進計画（後期基本計画）令和７年度実施報告・令和８年度実施計画について
以上の項目について、事務局より一括して説明及び報告を行った。

【質疑応答・主な意見等】
　　　Ａ委員：中辺路の方の文化祭及び人権学習、それから福祉の関係、全部同じ文化祭の日に取り組んでいる。達成率が低いということでＣ評価になっているが、文化祭と同じ日に滝尻で新しい行事をやることが開催の１～２週間前に決まり、その行事を把握できていないまま実施に至ったため、参加者数が大きく減少した。いろんなものが重ならないように気を付けないといけないという話を事前に公民館の皆さんとしてきたが、そうした点では反省がある。公民館と地域で協力して取り組んだが、子供や保護者が別のイベントに流れたという状況だけ報告させていただく。
議長：龍神公民館の利用者数が非常に多く、昨年度の定例会でも話を聞いてみたいという議論があったように記憶しているが、皆さんどうか。
Ｂ委員：翔龍祭はかなり集客があったと聞いている。居場所づくり事業は、参加児童も多く、延べ人数としてはかなりの人数になると思う。徐々に減ってはきているが、公民館事業も多く実施しているように思う。
Ｃ委員：昨年度の第１回定例会は、Ｂ委員とＤ委員が欠席だったため、第２回定例会で確認しようということになっていたが、その第２回が津波注意報で中止になり、その後確認できていなかった。カウントの仕方が影響していると思うが、各年度で統一されていれば支障はないと思う。
Ｂ委員：個人的にも気になるので、教育事務所に内訳やカウントの仕方など確認してみたい。
議長：まちづくり学びあい講座の申込みに関して、概ね10人以上のグループ・団体とあるが、この時世に少し難しい部分があるように思う。
事務局：概ね10人以上としているように、必ずしも10人以上集めなければ受付できないというわけではない。実際、10人で申込みをいただいて、当日の都合や体調等で実際の参加人数が10人を下回るケースはあるため、気軽に相談いただきたい。
　　　　　議長：市が主催の講座ということで、施策推進という視点が強いのは一定仕方がないと思うが、災害がテーマの講座では、被災者に寄り添うというよりも耐震診断を受けましょうという部分が主軸になったり、高齢者の認知症がテーマの講座では、認知症を支える人の人権ではなく認知症サポーターの養成に話が進んでいったりということがあったと聞いた。利用者の要望を予め聞いて、講座に反映してもらいたいという声を聞いたので共有しておきたい。

４．協議
（１）生涯学習推進計画素案検討部会について、資料に基づき事務局より説明を行った。
[bookmark: _Hlk104461142]協議の結果、市民意識調査（アンケート）については、統計的な観点も一定担保する中で抽出条件を整えていくことを確認し、調査内容については次回部会において前回調査や国の調査との比較調査の必要性も踏まえて検討することとした。一方、市民意識調査における若年層の対象者が少なく、別途若者の意見集約に向けた取組が必要との議論になり、地域シンポジウムの実施と併せて次回部会において検討することとした。

【質疑応答・主な意見等】
議長：今までの中で協議しないといけないこととして、まずカラー刷りの資料で若者の意見を吸い上げるのにどの程度の調節をするかということで、候補として３つの調整案を提示されているが、このことに対してご意見をいただきたい。資料を見ると、70歳以上の女性の比率がすごく多いが、10年後の計画を考えるにあたって、そこの比率が多いよりも若い人たちの比率が多い方がいいだろうということで部会でも議論があった。具体的にどの調整案で進めていくべきか検討いただきたい。
副議長：統計学上、1,000人にしないといけないのか。
事務局：予算の都合で標本数を1,000人としている。統計学上も、標本数が1,000人あれば問題ないと認識している。
副議長：若年層の意見を聞きたいと言いながら、10代の男女が各地域で１人ずつというのはどうかと思う。人口比で按分した場合にそうなるというのは仕方ないが、１人２人に聞いて若年層の意見を吸い上げていることになるのか疑問に思う。なので、そもそもこうした割振り方ではなく、各学校経由で生徒に配布してもらう方が良いのではないか。コストのかからないやり方で、どのように意見を吸い上げるか考えた方が良いと思った。ただ、10～20代にとって生涯学習は馴染みがないので、難しい部分もあると思うが、調査を通じて生涯学習を知ってもらうという考え方もあるかなと思うので、何かしら考えてみても良いと思う。
事務局：総合計画をはじめ、行政の行うアンケート調査は統計学的な観点も踏まえる中で、人口比基準による無作為抽出を基本として対象者を抽出するケースが多い。今回のように特定の世代や地域を増減させる調整が入ると、その統計学的な信頼性に疑問が生じることとなるが、Ｃ委員曰く、今回のアンケート調査は学術調査ではなく、若年層の意見を拾いたいという特段の意図があるのであれば、こうした調整があってもいいだろうとのことで、調整案②と③を作成したところである。一方で、調整後の数字が３人となっているが、前回調査時の回収率をベースに考えると、３人に配付しても１人から回答が得られるかどうか怪しいところであり、特に若年層はアンケートの回収率が落ちる傾向があるので、標本数の上限が1,000人という調査になるとどうやっても難しい部分があるのが正直なところ。そうした中で、先ほどの説明でも少し触れたが、本当に若年層の意見を拾いたいということであれば、アンケート調査ではなく、別の機会を設けて声を拾い上げるような補完的対応が必要ではないかというのが部会での着地点だったと認識している。
議長：調査は調査として実施しておく。ただ、若年層の意見がなかなか反映されにくいと思うので、別の方法で若年層の意見を集約するとなると、これから事業を考える必要があるのと、田辺から本宮まで５つの地域でどうやって若い人を集めるのかということにもなってきて、かなり大変な仕事になるかと思う。
Ｃ委員：事務局から説明もあったが、学術調査或いはここが田辺市統計局のような部局であれば、経年変化で傾向を把握して分析するために人口比基準で調査する必要が出てくる。今回どうするかについては、何のためにアンケートをとるか明確にして議論する必要があるように思う。若い世代の意見を聞きたいと言っても、統計学上ゼロとなるのであれば、結局意見を拾えないので、別の機会を設けて意見を集約するか、アンケート調査の機会にまとめてやるかのどちらかだと思う。一つの事業を例にしてみると、高齢者の来場が少ないという課題があったとして、そこには単に来ていないという事実だけでなく、移動手段の問題やプログラム内容の魅力不足など複数の要因が考えられ、その実態を把握するためにアンケート調査という手段がある。そこで、1,000人という標本数に縛られるのが大事なのか、それなら高齢者を対象に個別設計で調査する、或いはせっかく実施するなら一体的に調査するのも一つの手法でそこの議論が必要かと思う。個人的には、各エリアの重点課題や注力したい部分が明確になっているのであれば、そこを強化するための調査として設計してみるのも有効だと考えている。その場合、５年前のアンケートとの比較ができなくなるが、現在及び今後の施策を推進していく上で影響が少ないようであれば見直しても良いと思う。いずれにしても、過去との整合性や今後の施策推進における必要性を踏まえて取捨選択してもらいたい。総合計画であれば市の最上位計画なので、調査項目や抽出基準を崩すことにあまり賛成しないが、個別各課の調査であれば現代的な課題に焦点を当てた内容に変更しても差し支えないと個人的には考えている。ただ、施策上この調査で把握しないといけない理由があって、困る度合いが大きいのであれば、従来の考え方を踏襲するしかないと思う。選挙でいう一票の格差も様々な議論があり、憲法改正に向けた議論が進められている。国レベルでも多少の不合理が存在して、生活上不具合の少ない方を選択するという考え方で判断している部分があるので、同じように考えて差し支えないと思う。
議長：個別の地域ごとに設問を変えるというのは現実的か。
Ｃ委員：地域ごとに２つずつと言ったが、最大の想定数であり、地域別のことがあってもいいという趣旨でお伝えした。行き過ぎということであれば、人数の部分だけ検討でもいいと思う。
副議長：計画策定のために何を知りたいかが重要だと思う。調査票には、生涯学習の定義が一定説明されていて、文化活動やスポーツ活動、趣味、レクリエーション、習い事、ボランティア活動など、としたときに10代は分からないが、20代から40代がどんどん入ってきて欲しいとは感じる。そのための計画だとしたらどうすべきかという観点でアンケートを考えてみてはどうかと思う。
Ｃ委員：部会でもいろいろと議論になったが、その議論を踏まえたのが事務局から説明のあった調整案で、もっと若年層の抽出数を増やすべきという意見も分かるところだが、アンケートで何が知りたいかという観点で抽出数を考えるというのも一つの考え方だと思う。一つ言い忘れていたが、前回の調査内容は国の調査と比較するという観点で組み立てているので、その点をどこまで重要視するかも考慮する必要があるように思う。
Ａ委員：アンケート調査結果がどのように反映された、活用された、役に立ったみたいな総括という　か振り返りを前回の計画策定時にしていたか覚えていないが、Ｃ委員がおっしゃっていた施策を進めていく上で重要な調査項目かどうかを洗い出す必要があるように思った。この場ではもちろん難しいので、そういうデータも含めて過去どうだったか考える必要があると思った。
議長：前回のアンケートがどのように反映されたか整理できれば、このままの内容で進めるかの検討がしやすくなるように思うが、次の部会までに整理することは可能か。
Ｃ委員：５年間比較がどの程度重要かという整理でいいと思う。
副議長：40代で地域別に見ると、田辺地域は116人だが、他の４地域は15人とあまりにも差が大きい。ただ、その差が計画策定にあまり影響がないなら、地域別で人数指定せずに抽出しても良いと思う。
議長：元々、現状の意識調査の部分はアンケート調査で把握し、アンケートで拾えない部分や個別具体の意見は地域シンポジウムでカバーするという考え方だったと認識している。どちらかというと、アンケート調査はベースとして持ちつつ、地域シンポジウムで若い人の意見をなるべく吸い上げて、地域計画に反映するという考え方もありだと考えている。
Ａ委員：そこに若い人が参加しないと成立しない。
Ｅ委員：地域シンポジウムは夜開催なのでなかなか参加しない。
副議長：前回の一般公開講座で白石市から聞いた話のように、世代別で議論できる場が必要だと思う。
Ｆ委員：若い人が集まるイベントや場所に入り込んで聞くしかないと思う。地域でバレーの大会や子ども食堂に参加したときは大勢の子供と保護者がいたので、アンケートがとれそうだと自分の中で考えていた。
Ｃ委員：標本数1,000人にどこまでこだわるか。予算の問題はあると思うが、直接配布、学校経由での配布、ホームページや広報にＷＥＢ回答フォームを掲載するなど、予算をかけない方法もある。以前、10校の大学生を対象にした調査で160人しか集まらないということで、自分の授業を受けている生徒に流したところ５分で100人を超える回答が得られた。和歌山大学の回答が飛びぬけて多いので、統計的にはおかしいという話になるが、あくまでも対象者に聞きたいことを聞けるということであれば、多少回答者属性に偏りがあってもいいんじゃないかという判断だと思う。
Ａ委員：アンケートはアンケートとして統計的に実施する。加えて、手法は別としながらも若い世代の声も集約できれば、これまでの流れとも一定の整合を図ることができて、若者の声も拾うことができる。若者が集まる場所に出向く、アンケートを取る、イベントを実施するなど、大変だが何かしらの施策を検討できないかと思う。
副議長：予算上、標本数が1,000人という話であれば時代が変わってきている。他自治体の商品券事業を例にすると、60代以上の世帯は紙で送付されるが、それ以外の世帯は案内文１枚だけが郵送で、その後の登録から使用まですべて電子化されている。その考え方で言えば、郵便料金を一定抑えることが可能だと思う。
事務局：基本的に市が実施しているアンケート調査は人口比をベースに無作為抽出という手法で対象者を抽出しているものが多く、今回もその考え方を前提として抽出案を作成している。その上で、前回の部会での意見を踏まえた調整案を今回３つ提案させてもらった。５年前の抽出数をまとめた資料も添付しているが、抽出数の内訳を見ると人口比と大きく異なり、かなり調整が入った痕跡があるので、おそらく５年前も今回と同様の意見をいただいたものと推測している。そうしたことも踏まえ、５年前とまったく同じ考え方ではないが、人口比をベースにしながら、部会でいただいた意見を反映した調整案としている。先ほど、Ａ委員から発言があったように、アンケートはアンケートとして可能な限り統計的に調査できればと思うところで、又この設問や選択肢も先ほどＣ委員から補足いただいたように内閣府の生涯学習に関する世論調査とかなり類似していて、整合をとっていることが推察される。会議資料の10ページに、追加を検討している他の自治体や内閣府の調査項目をまとめているが、その過程で他の自治体も国の調査との整合性をとっている印象を受けた。また、生涯学習活動をもっとやってもらうために何が必要かという生涯学習の振興に関することや、学習成果の活用意向に関しては、生涯学習で身につけたものをどういう方向で生かしていけるかなど、実際に設問を確認いただければと思うが、学習活動で培ったスキルや経験を地域や社会の活動に生かすという方向で設問設定されているものが多く、そうしたことを踏まえると、おそらく国や他の自治体の方針としても生涯学習を地域づくりや社会を良くする方向に使ってもらいたいという思惑があり、市においてもその方向で施策を組み立てていけたらという想いもある。そうした観点で言えば、若者だけではなく、ある程度経験を積んだ人にも意見をいただきたいと考えている。他の自治体では、学習成果を生かしてないのであればその理由を聞いたり、生かしたいがネックになっていることや困っていることを聞く設問もあったりする。現状の調査項目としても、若者に特化した内容とは言えない部分もあるので、アンケートはアンケートとして実施できればと思う。また、スケジュール的な制約もあり、送付から回収、集約して計画策定に反映となると、それなりの時間と作業が必要になるという現実的なところも踏まえて、先ほどＡ委員がおっしゃったような形でこの調査を進めさせていただきたい。設問の修正や追加については、特に地域づくりに関する項目は、設問の表現や選択肢が田辺市独自の内容となっているので、この部分に関しては田辺市における今の地域づくりの方向性や課題から設定していきたい内容を反映させながら、他の自治体や内閣府でも統計的にデータを収集しているような部分は同じように調査をさせてもらいたい。そして、先ほどからご意見のある若者の意見集約については、若者に何を聞くか、聞いたことをどのように反映するかという部分をまだ議論できてないというのが実際のところでもあるので、追って検討できればと考えている。仮に、若者にフォーカスした取組、例えば前回の一般公開講座で白石市のお二人から聞いたような世代別会議を実施するということになれば、地域シンポジウムと並行して実施するというのも難しい部分が出てくるかと思うので、その点も含めて検討できればと考えている。
議長：事務局から回答のあったとおり、調査は調査として実施するという方向でよろしいか。
副議長：中身は概ねその考え方で進めてもらっていいと思う。ただ、郵送は手間と時間とお金がかかるので、方法だけ何とかならないかとは思う。かつては郵送するしかなかったと思うが、現代で考えるとあまりに無駄が多いと感じている。
Ｇ委員：回答方法はＷＥＢ回答ではないのか。
事務局：返信用封筒による回収と、回答フォームによるＷＥＢ回答を予定している。
副議長：広報田辺の表紙に必ず回答を求める表記と二次元コードを大きく掲載することはできないか。
議長：調査の対象人数が世代別に決まっていると、その手法では確実に対象者に届けるのが難しい　部分があるように思う。
副議長：統計的にその数が必要ないということであれば、広報田辺で周知して二次元コードで回答してもらう方が、回収率が上がって手間もかからない気がする。ただ、一定以上の年代に対しては紙で調査票を配布する必要があるとは思う。
Ｇ委員：前回の回収率を教えてもらいたい。
事務局：郵送分に限ると33.9％となっている。
Ｇ委員：ＷＥＢ回答はどの程度の割合だったか。この５年前はあまり馴染みが無かったが、最近は社会教育委員会議の出欠もＷＥＢ回答が可能となったように、ＷＥＢで回答する機会が増えてきたので、回答数も以前より増える気がしている。
事務局：前回は、1,000人に対して調査票を送付して、郵送回収分が302件でＷｅｂ回答分が37件と、ＷＥＢ回答自体は全体の10分の１程度となっている。社会教育施設等で利用者の方に配布した1,000通については、施設で直接回収が256件で、ＷＥＢ回答が９件となっており、合計265件で回収率が26.5％と、郵送調査の方が高い回収率となっている。
Ｇ委員：回答数がこれだけ少ないことを踏まえて、５年前の時点で何か対策を考えておく必要があっ　たと今更ながら思う。今回は時間的な余裕がないので、落としどころを探りながら進めていくとして、５年後の計画策定やアンケート調査に向けた対応をしていく必要があると感じた。
議長：私もその方向に賛成で、皆さんいろいろな想いがあって、若者に焦点を当てていると思うが、職業上培ってきたものを社会で生かすということやある程度経験を重ねた人から意見をいただくということも計画策定においては必要な観点だと考えている。若者の声を反映したいという皆さんの意見も分かるが、これまで培ってきたものを社会に還元することを考えるきっかけにつながる可能性も踏まえると、一定満遍なく統計学的に調査する必要性というのも分かる気がする。５年後も計画を立てることになると思うので、今回の議論をベースに５年後に向けて継続的に考えていくという方向で進めたいと思うがどうか。
Ａ委員：Ｇ委員の意見に同意で、その方向で進んでいきたいと思うが、今回の議論で出た、若者の声が聞きたい、知りたいという部分が解決できていない。何とかアンケートに盛り込みたいということで意見が出たと思うので、アンケート調査はこの方向性で進めるとしても、若者の声を未来の５年間に生かすことができればと考えている。この場で考えて形を整えることはできないが、今後の部会で検討していきたい。
Ｇ委員：既に中学校・高校出張講座のアンケートで若者の声を一定把握している。かなりしっかりと回答してくれているので、中学校や高校にも協力してもらうことで対応できる部分があると思う。
副議長：今の話も含め、人材育成事業企画部会で対応する内容のように感じた。そうしたこともテーマに入れながら今後の企画を考えていくのもいいと思う。
Ｅ委員：そもそも、生涯学習という意味がわかってない人の方が多いと感じている。自分自身、社会教育委員になって感じたことでもあるので、まずその説明が必要だと思っている。
副議長：前回のアンケートには、生涯学習の定義が一定説明されているので、読んで回答しているうちに生涯学習のことをある程度理解できると思う。
Ｅ委員：その場合、アンケート対象者しか分からない。学校教育で生涯学習を取り扱う授業がないと幅広く理解してもらうことは難しいと考えている。
議長：地域シンポジウムのときに重々説明して、口コミで伝わるということを目指していきたい。

（２）人材育成事業企画部会について、資料に基づき事務局より説明を行い、方向性について確認した。

【質疑応答・主な意見等】
副議長：校長会の反応はどうだったか。
事務局：直接参加ではなく資料配布という形で対応したため、現場の状況は把握できていない。昨年度は、芳養小学校の中村校長先生から小学校は活用できないかとの話があったが、今年度そうした反応があったとは特段聞いていない。
議長：地域シンポジウムについて確認しておきたい。計画素案策定部会の議論では、計画策定のために実施するという話になっているが、この場で共有できたものと判断して良いか。また、開催区域についても、20地区公民館ということで良いか。内容については、７月に改めて議論の場を設けたい。

５．その他
　　　（１）旅費条例改正に伴う変更について
　　　　・旅費条例の改正に伴う変更事項（日当廃止や宿泊費の実費支給等）について、事務局から説明した。
　　　　　（主な変更事項）
　　　　　　日当の廃止、宿泊手当の新設
　　　　　　　旧：移動手段や移動距離に応じて、１日あたり1,100円又は2,200円を支給。
　新：日当廃止。宿泊手当が新設され、１泊あたり2,400円を上限に支給。（段階的な減額有）
宿泊費の実費支給
　旧：１泊あたり11,000円を支給。
　新：都道府県別に支給上限を設けた上で実費支給。（領収書必須）
　　　（２）令和８年度和歌山県社会教育委員連絡協議会社会教育講演会・定期総会について
　　　　・今年度の参加状況と定期総会においてＡ委員が県会長表彰を受けることを報告した。
　　　（３）第２回部会及び定例会の候補日について
　　　　・次回の生涯学習推進計画素案検討部会、人材育成事業企画部会及び定例会の候補日について連絡を行った。それぞれの会議日程については、後日郵送にて各委員に通知することとした。
部会候補日：６月18日（木）、22日（月）
　　　　　　定例会候補日：７月６日（月）午前、又は13日（月）午後

６．閉会　副議長挨拶
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